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Chapter 1 From the frontiers of policy政策の最前線から

　気付けば今年で入省５年目になりました。この
パンフレットを手にした皆さんの少し先の未来の
参考になれば幸いと、これまでの仕事などを振り
返りたいと思います。

　平成28年4月、熊本地震が発生。これに伴い、
しばらくの間、危機管理センターで災害対応をし
ていました。具体的には、消防庁職員として、各市
町村の消防本部から報告された情報をとりまと
め、官邸に繋ぐ仕事です。消防庁が報告した情報
は、政府が災害に対処するための基礎として活
用されるのですが、報告した情報に関し、官邸か
ら様々な質問をされます。例えば、「行方不明」と
はどういうことか、ご自宅が倒壊し、かつ連絡が
つかないとのことだが、発災当時在宅との周りの
証言はあったのかどうか、と。限られた時間と人
的資源の中、即座に政府の活動方針を決めるた
めには、現場の正確な情報は重要ですが、他方
で、特に発災直後の現場は様々な対応に迫られ
ており、一次情報を洗いざらい詰めることも困難
です。
　中央と現場、その両方の狭間で最適解を探す
ための調整。瓦礫の中から被災者を救出するのは
例えば市町村消防の仕事であり、まさに身近な行
政ですが、私たちの仕事は、直接国民の目からは
見えない、されど重要な縁の下の仕事です。

　消防庁では、限られた時間と情報の中で瞬時に
判断をしていく、いわば「回す仕事」が主でした。
他方、現在所属している選挙課では、民主主義の
根幹を支える選挙制度に関し、例えば障害者の
方や条件不利地域の方など、選挙権を行使したく
てもなかなかそれが叶わない方々について、投票
環境の向上のためどのような取組が可能か、日々
議論しています。
　選挙は、明治以降執行されてきた歴史ある仕
組みであり、過去の実例や検討の蓄積の上に成り
立っています。今の制度に疑問を感じたら、まずは
過去の整理を調べます。調べてみると、やはり過去
にも同じように疑義があり、議論・検討しているも
ので、その中に、思いがけない指摘を見付けること
もあります。
　世の中の制度や仕組みについて、おかしい、変
えるべき、と感じることは誰でもあると思います
が、なぜ今の仕組みになっているのか（なぜ今は
できていないのか）をまずは正しく理解するという
のが行政官の仕事であり、行政分野のプロフェッ
ショナルになるための基本です。

　繰り返しになりますが、現行の政策・制度は過
去の蓄積の上に存在します。その一方で、社会の
変化や、時代の要請などに答えていかなければな

らないことも確かです。とすれば、過去の文脈や経
緯をきちんと踏まえつつ、どういう説明であれば、
世の人々に受け入れられるか―対外的に納得の
いく説明、ストーリーを作るスキルが、政策立案を
行う行政官に必要とされます。
　この「対外的」というのは、直接的に国民の方々
に限りません。制度を運用する地方自治体に対し
ても、どのような説明で受け入れてもらうか。県は
市町村に対して、市町村の職員は住民に対して、
どう説明するか、様々な立場の人を意識しながら
全体のストーリーを組み立てる必要があります。
この点、実際に地方自治体に赴任し、霞が関で地
方自治体から出向された方 と々一緒に働くという
地に足の着いた経験が、このスキル・感覚を洗練
させていくのではないかと思います。
　もし皆さんがそうした様々な立場に対する感覚
を磨き、地に足のついた行政官として日本社会を
下支えしていきたいと思うならば、総務省は最高
のフィールドを提供できると思います。
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家族でキャンプへ

　私が現在担当している政党助成制度は、国が
政党へ助成を行うことで政党の政治活動の健全
な発達を促進し、民主政治の発展に寄与すること
を目的とした制度です。私たちの日常生活とは直
接的には関係の薄い制度ではありますが、議会制
民主主義において欠くことのできない政党へ政党
交付金を交付し、その使途を公表するというの
は、民主主義の根幹を支える仕事、即ち、国の土
台を支える非常に重要な仕事と感じています。私
が政党助成室に配属となった平成29年は衆議院
総選挙があり、その影響で、新党が複数設立され
たり、政党間の議員の移動が多く見られたりと、激
動の年でした。政党助成法の中には、政党要件
（政党の定義）が規定されている関係で、このよう
に政党に大きな動きがあると、大小様々な課題へ
の対応が必要となります。政治のダイナミズムの
中に身を置き、日々、新聞の政治面の記事が自ら
の仕事に直接影響するというのは、仕事のスピー
ド感も含めてとても刺激的でやりがいがあります。
　私自身これまで国内外で様々な経験をさせても
らっています。自治体国際化協会ロンドン事務所
では、日本の地方自治体からの依頼に基づく調査
を行ったり、政策立案に役立ちそうな情報を自発
的に情報収集して本省に提供したり、その裏で
は、仕事の質に直結する英語力向上のため家庭
教師と猛特訓したり、夜間大学院留学をしたりし
ました。

　自治税務局都道府県税課では、東日本大震災
で被災した自動車に係る税の減免や、原発事故に
関連する不動産取得税の減免等を行う法改正を
行いました。また、エコカー減税制度の見直しを
行い、環境に優しい自動車の技術革新を後押しす
るための税制の設計に携わりました。
　総務省では、地方、霞ヶ関、海外と様々な活躍
の舞台を与えてもらえる上、与えられる仕事は、年
齢に比して重要なものばかりです。短期間で舞台
が変わる中、これら重要な仕事を処理していくの
は、常に自分が試されているような感覚です。しか
し、歯を食いしばって努力を続ける中で、自分自身
の成長も感じることができるのは、この仕事の醍
醐味だと感じています。

　現在、５歳の息子と2歳の娘がいます。平日は、
仕事が終わったら保育園まで猛ダッシュでお迎え
に行き、子ども達が寝るまでは怒濤の育児、寝て
からは家事を片付け、そして自分も寝るという生
活です。「自分の時間」と呼べる時間はなく、育児
をしながらフルタイムで働くのは本当に大変なこ
と、と感じます。しかし一方で、職場外では子どもと
べったり過ごし、職場に来たら子どものことは忘れ
て業務に没頭する生活は、苦労の分、充実してい
ます。また、仕事の上では、育児面での制約がある
ため、先を見越す、前倒しで仕事する、段取りを付
けて効率的に仕事する姿勢が自然と身に付きつ
つあります。働き方改革を進める上で、これらは重

要なマネジメント能力ですので、子育て中の職員
は、制約を抱えているばかりではなく、逆に、こうし
た強みも持っていると思います。私も日々悩みなが
らではありますが、女性・男性の強みがそれぞれ生
かされるより良い社会の実現に向けて努力したい
と思います。同志の皆さんの入省をお待ちしてい
ます！！
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